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ミャンマーにおける保健医療の現状と今後の可能性
ウイン・トゥ＊・ミャッカラヤ＊
Ⅰ　はじめに
発展途上国の多くの病院では、医師や看護師などの人材、医療サービスに必要な機器や
医薬品、予算が不足するなど、難しい問題を多く抱えている。ミャンマー連邦共和国（以
下、ミャンマー）も例外ではない。同国はこれまでの政治的な事情により近隣の諸国に比べ、
経済発展が遅れているが、2011年の民政移管以後、世界中から様々な分野において投資ブー
ムが熱を帯びている。同国が投資先として期待されている理由は、ミャンマーはインドと
ASEAN の中央に位置するという地理的優位性、天然ガス、石油、宝石、チーク材などの
豊富な天然資源の存在、安価な労働コストの生産拠点、人口約6,000万人を抱える潜在的
な巨大消費マーケットとしての将来性等があるためである。今後、同国に進出する日本企
業は大幅に増加していくと思われる。
日本の保健・医療関係の企業がミャンマーでの活動を継続的かつ効率的に行うために
は、今日のミャンマーにおける衛生・保健医療現状や問題点を把握する必要があり、ま
た、同分野への参与可能性を考察する必要がある。本稿はミャンマー保健省（Ministry of 
Health, Myanmar）から提供されたデータを主に参考・引用しながら、同国の保健医療の
実態を明らかにし、今後の保健医療産業における発展可能性を考察することを主な目的と
する。
調査方法としては、現地に一時的に滞在する参与観察、資料収集、関係者へのインタ
ビューによる質的データを主に用いる。情報収集方法は、ヤンゴン市を中心に、病院、ク
リニック、モバイルクリニック、NGO を訪ね、僧侶や在家者の有識者、保健省のスタッ
フ、友人の医者に会い、基本的な情報を集めた。さらに現地の病院やクリニックを観察し、
指導者や経営者にインタビューを行った。また、日本においても、日本国内に居住してい
るミャンマーの医師、東京にあるジャパンハートの関係者、日本の公益財団法人オイスカ
（OISCA）の関係者に会う機会を得て、細かな情報を得ている。
＊ウイン・トゥ：日本経済大学大学院アジアイノベーションセンター研究員（所長叶芳和）、ミャッカラヤ：日本経済大学経営学部准教授
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Ⅱ　ミャンマーにおける保健医療の現状および問題点
1. 生死統計
ミャンマーにおいては、リプロダクティブ・ヘルス（Reproductive Health：RH）分
野、特に母子保健の分野での必要性は依然として高い。下表1からも明らかなように、妊
産婦死亡率（Maternal Mortality Rate：MMR）や乳幼児死亡率（Infant Mortality Rate：
IMR）はわずかでありながら減少はしているものの、妊産婦死亡率は出生1,000対1.33（2010
年、ミャンマー保健省2013）である。その主な原因は、出血、流産、人工妊娠中絶の合併
症、子癇、分娩停止といった周産期関連である。この背景には、資金不足等のため医療サー
ビスの劣悪、保健医療従事者の知識・スキル不足、さらに母親自身の妊娠中のケアや妊娠
に関する知識の欠如、基礎的薬品や避妊薬（具）の不足等があると思われる。また、農山
村地域では地理的な孤立、インフラの欠如も妊産婦死亡率や乳幼児死亡率を高くさせてい
る大きな要因であると言うことができる。村落においての出産状況をみると、伝統的な産
婆の介助や助産婦のもとでの自宅出産を好む妊産婦が圧倒的に多い。その理由として、自
宅出産の方が病院やクリニックより費用が低いこと、村落と医療機関に距離があり、物理
的アクセスが悪いことなどが考えられる。ミャンマーにおいて、人工妊娠中絶を行うこと
は原則的に法律で禁じられているが、母体保護を理由に病院で手術を受けることは可能と
なっている。保険省では人工妊娠中絶を重大な疾患として認識しており、防止活動に力を
入れている。
また、2010年の出生1,000人あたり乳児死亡率は、都市部が25.60、地方が27.80である。
2007年まで国全において40を超えていた乳児死亡率は、2008年以降、30以下に急激に下がっ
ている。その原因は明らかにされていないが、さらに詳細な調査が必要である。
世界子供白書2013年によると、2011年現在、ミャンマーの５歳未満児死亡率順位は47位
である。1990年は５歳未満児死亡率順位は107位であったのに対し2011年には62位へ、１
歳未満の乳児死亡率順位は77位であったのに対し2011年には48位へと減少している。減少
の理由は、NGO とミャンマー保健省と共同で、各地域と州1）の学校に牛乳の提供、妊娠し
た女性に薬品の供与など実施している結果であると推測できる。さらに、妊産婦死亡率や
乳幼児死亡率はわずかでありながら減少している背景には、予防接種実施率や産前健診受
診率も比較的良好になったことが背景にあると考察できる。
出生率をみると、2010年の人口1,000人あたり粗出生率は、地方部が15.4、地方が16.60 
である。1988年には国全体で30程度であった出生率が、2008年には20以下に減少し、2010
年には16.60までとなった。その背景には、女性の未婚率の高いことや避妊実行率の増加
1） ミャンマーは 7 州（State）、７地域（Region）、70 地区（District）、330 タウンシップ（Township）、84 サブタウンシップ（Sub-Township）、
398 市（Town）、3,063 区（Word）、13,618 村落（Village Tracts）、672,85 集落（Village）に分かれている（ミャンマー保健省 2013、2 頁）。
主としてビルマ族が居住する 7 地域と、非ビルマ族が居住する 7 州から構成されている。
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等がある。
平均寿命は、都市部において男性65.80歳、女性70.80歳、地方部において男性64.30歳、
女性67.80歳である。平均寿命は年々伸長いることが表から見て取れる。その要因として、
安全な飲み水の確保、トイレの設置、衛生推進教育2）の普及等が考えられる。
表１　生死統計
出典：「ミャンマー保健省2013」、134頁　▲ National Mortality Survey, CSO, 1999
注：“-” が記載なし
2. 罹患率（Morbidity）
下表２は、ミャンマーにおける罹患率の高い病気・怪我を表している。ミャンマーは民
主化の進展・経済発展が進む一方で、交通事故による罹患や死亡が近年急増している。同
国において罹患率上位は、「その他の多部位の損傷」が10.6％と最も多い。それ以降の項
位を見ると、敗血症、周産期関連、感染症関連が多いことがわかる。
2） オイスカのミャンマー担当者によると、ミャンマーの中央乾燥地での活動は、現地のコミュニティ組織と協力し、トイレの使用、手洗
いの励行、安全な水の作り方などの衛生に関する生活実践の啓発活動である。さらに、給水支援のための井戸の掘削事業、壁が老朽化
した食堂の改築、老朽化したトイレの衛生向上のための新築、貯水池の新設や修復、小・中学校へのトイレや貯水タンクの設置、住民
世帯へのトイレ資材供与、世帯へのウォーター・フィルターの供与など活動も行っている。
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表２　罹患率上位（2011年）
出典：「ミャンマー保健省2013」、138頁
「その他の多部位の損傷」が最も多い主な原因は、下記のように考察できる。
第一に、自動二輪車事故によるものであり、緊急手当の処置が間に合わないことである
と考えられる。現在、ヤンゴン市内では自動二輪車の使用が禁止されているため、それに
よる頭部外傷などが発生しにくい環境である。しかし、それ以外の地域では自動二輪車の
使用が許可されており、頭部外傷などが発生しやすい環境にある。
第二に、自動車増加や秩序のない運転による事故である。2009年以降開通したミャンマー
初の有料高速道路であるヤンゴン・ネーピードー間、さらにヤンゴン・ネーピードー・マ
ンダレー間の有料高速道路は、基本的に一直線の高速道路であり、またアスファルト舗装
はされておらず、コンクリートでできているため事故が多発していることも、一つの要因
であると考察できる。
それに加え、道路や自動車・交通の整備は不十分のまま、新政権は2011年９月に中古自
動車輸入規制緩和を発表し、それ以降自動車の価格が以前の約10分の１程度に下がり、自
家用車が急増している。ミャンマーは電車等の公共交通機関が非常に限られており、特に
ヤンゴン市内においては、原則的に車で移動するため、国内で最も交通事故死が多いのは
ヤンゴンとなっている。最近では、月間事故件数も100件を超えており、運転手の不注意
や速度の出しすぎが大きな原因である言われている。ミャンマーでは国立病院の70％以上
であるが、救急車を所有していない病院は多く存在している。経済成長に伴い、交通事故
による死亡や身体障害は日々増加しているため、道路整備や救急搬送サービスが急務であ
る。
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第三に、建設現場での事故であると考えられる。同国は経済発展に伴い、ヤンゴンを中
心に各地で高層ビルの建築ラッシュが始まっている。現在ミャンマーでは安全法制が整備
されていないため、安全装置の使用法やその存在自体が看過され労働者によって意識化さ
れておらず、作業中に落下事故が多発している。そのため、危険を防止するため必要な措
置を緊急に講ずる必要がある。
また、同国において失明率は世界で最も高く、特に中央乾燥部においては著しい。その
原因の約70％が白内障とされる。
3. 死因率（Mortality）
2011年のミャンマーおける死因上位は、HIV 病が6.3％と最も多い。それ以降の項位を
見ると、敗血症、外傷、呼吸器関連、感染症関連、周産期関連が多いことがわかる。５-
６年前まではエイズはミャンマーの保健分野において、マラリア・結核の次にくる第３番
目に重要な問題に現在位置づけられていたし、2009年の馬場の調査においても、HIV の
よる死因順位は７位であった（馬場　2011）。しかし、長年による経済発展や開発にかな
りの立ち遅れが国外へ移住労働者の増加を招き、彼らが HIV 予防の知識が不十分のまま、
国外へと出稼ぎ、その経験のある夫がその家族への感染拡大につながったと推測できる。
一方、国内においても、貧困がセックスワーカーを増加させている。
同国において、初の HIV 感染者が見つかったのは1980年後半である。注射による薬物
使用と、異性間および男性間での危険なセックスの双方によって HIV が段々拡大してき
た。90年代前半まで薬物注射使用者の感染率が急速に上昇し、静脈注射の感染ルートが主
であったのに対し、近年ではミャンマーの主な HIV 感染ルートは性感染の方が静脈注射
より多くなってきた。これは、性感染によってエイズが一般の人にまで広がってきている
ことを意味するのである。同国において、HIV 予防の啓発活動3）はタウンシップレベルで
行われているものの、保健医療従事者や予防活動の予算の不足は著しい。そのように質量
ともに不十分な状況下において、出稼ぎ労働者は HIV 予防の知識を得る機会がないまま、
出稼ぎに従事したため、感染が広まったと考えられる。
3） 啓発活動とは、タウンシップレベルの HIV 担当の医療従事者数によるキャンペーンや講演会、パンフレット配布、看板掲示などである。
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表３　死因率上位（2011年）
出典：「ミャンマー保健省2013」、139頁
4. 保健医療機関数
全国の公共病院総数は1988年度の631から2012年度の1,010へ、また、病床数は1988年度
の25,309から2012年度は病床数55,305へ、約２倍増加しているが、人口１万人あたりでは
９床だけである。これらを補完するようなかたちで、特に都市部を中心として、民間病院
やクリニックの設立が増加している。馬場によると、2010年12月31日現在、私立病院・ク
リニックは、ミャンマー全体で87総合病院、16特定機能病院、および2,891総合クリニック、
192特殊クリニックがある（馬場　2011）。首都のネーピードーをはじめとする大きな都市
に総合病院、特定機能病院があるが、地域・州レベルにおいては、二次・三次保健医療が
提供されている。
薬を入手可能な機関として、ミャンマーの公立病院の場合、診察と薬局が別々になって
いるが、民間病院の場合、診察から薬の処方まで全てを病院側で行うのが多い。ミャンマー
商工会議所（UMFCCI：Union of Myanmar Federation of Chambers of Commerce and 
Industry）によると、ヤンゴン市内において当局で登録された薬局で薬を入手可能な機関
は、私立病院、クリニック、薬局を合わせて約3,600ヵ所ある。
また、公共・民間病院以外にも低所得者層を対象に僧侶が経営している病院やクリニッ
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クも全国約30ヵ所4）に点在している。僧侶が経営しているほとんどの病院は治療費・医薬
品は無料になっており、すべてが寄付で賄っている。ヤンゴンにある病院に治療を受けに
行けない郊外やスラム街においては、モバイルクリニックとして週に５回、日帰りで治
療を行っている僧院も存在する。そこで働いている医療スタッフはボランティアが多く、
彼らは功徳を積む一環として参加している。上座部仏教5）の信仰が隅々まで浸透している
ミャンマー社会においては、輪廻転生、因果応報が信じられており、前世の行いが現世で
の幸、不幸を決めるとされている。そのため仏教の信者たちは進んで功徳を積もうとする
のである。イギリスの慈善援助財団（Charities Aid Foundation）が発行している World 
Giving Index 20136）に掲載された寄付に関する調査レポートによる、金を寄付する人の割
合ではミャンマーは世界135ヶ国中１位であり、イギリスが２位である。ミャンマーでは
約50万人の僧侶が居住しており、僧侶による社会貢献活動は、社会の潜在的ニーズに対応
して様々な形で多岐にわったて展開している。
さらに、同国において伝統医療も公共の保健医療システムでは重要な役割を担っている。
伝統医薬品の歴史は長く、また種類も豊富である。伝統医薬品は、安価で副作用の少ない
ため国民の多くに支持されており、ほとんどの家庭に咳止め薬、下痢止め薬、便秘薬、鎮
痛軟膏、胃腸薬などは常備されている。現在、約4,000社のミャンマー伝統医薬の製造元
が存在する。政府は1989年に、保健省に伝統医療局を設置し、伝統医療・医薬品の普及に
向け専門病院や大学、製薬工場、薬草園、研究所などの整備を進めてきた。ミャンマー政
府が運営し、伝統医療を行っている病院は16ヵ所存在する。伝統医薬品は、輸入医薬品に
比べ価格も約５分の１程度であるため、多くの低所得者層は伝統医薬品を使用しているの
である。
4） 病院を経営しているもっとも知名な僧侶として、シータグー大長老、移動クリニックを営んでいるシュェピィーヘイン大長老、中央乾
燥部において主に眼科、耳鼻咽喉科の治療に力を入れているシュェパラミートォーヤ僧院のサンダーディカ僧侶を挙げることができる。
特に、シータグー大長老がこれまで行った事業には様々なものがあるが、1980 年より取り組んできた主なプロジェクトとして①シー
タグー用水路設置および給水プロジェクト、②シータグーアユダナ病院（ミャンマー全土において 22 ヵ所）、③シータグー国際仏教ア
カデミー、④海外における布教活動、⑤サイクロンの被災者への救済・復興活動等がある（ミャッカラヤ　2008）。シータグーアユダ
ナ病院で使用されている医療機器のほとんどは、韓国製（新品）であるが、アメリカの病院から寄付されている中古機器、ベッド、コ
ンピュータ等も存在する。
5） 上座部仏教とは、仏陀の教えを忠実に守ろうとする伝統的な正統派で、僧団を中心とする宗教である。南方仏教、小乗仏教、テーラワー
ダ仏教（Theravada Buddhism）とも呼ばれている。上座部仏教を信仰する国は、スリランカ、ミャンマー、タイ、ラオス、カンボジ
アなどである。
6） イギリスの慈善援助財団（Charities Aid Foundation）2013 年 1 月 1 日　アクセス
 「https://www.cafonline.org/media-office/press-releases/2013/world-giving-index-2013.aspx」
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表４　保健医療機関数の推移
出典：「ミャンマー保健省2013」、136頁
5. 保健人材 
ミャンマーは他の後発開発途上国と同様、医療サービスの質量ともに不足している。特
に病床数の不足と看護師の不足、貧困層と富裕層、地方部と都市部の保健医療制度の格差
が深刻な問題となっている。ミャンマー主要都市であるヤンゴン市、マンダレー市に集中
した医科大学の卒業生は年間約2,000人いるものの、即就職に結びつかないため地方都市
での医師不足、かつ医師の給料の低さも問題となっている。それに加え、医療関係者の都
市部への集中傾向が顕著なため、特に地方での医療環境がより厳しい状況である。長年間
の医師、看護師の不足を改善するため、現政権は教育機関増設、定員増加、受験資格改正
など行っており、その結果、2012年の医師数29,832人となった。内訳を見ると、公的機関
では12,800人、民間機関では17,032人である（ミャンマー保健省2013、135頁）。毎年３％
ないし６％程度の割合で医師数が増加しているが、公的機関の医師の方が民間機関よりも
医師の増加率が高いである。ミャンマーでは、2012年度までは、入学者数2400人7）に対し、
毎年約2,000人が医師免許を取得するが、政府の医療費予算が不足しているため、公立病
院の人件費が捻出できないのである。従って、医師等の採用数が限られており、採用数及
び採用頻度は一定ではないため、公的機関の医師の方が民間機関よりも医師の増加率が高
くなっていると推測できる。また、公立病院の給料は極めて低額なため、医師はいくつか
の民間医療機関で掛持ち診療することが多い。
テインセイン大統領の就任演説において、保健医療水準の向上に取組む方針を示してお
り、それを確実にするため、2013年度は3,600の医師を採用している（保健省の関係者に
よる）。医療に関わる人材を育成しマンパワーを増やすことによって、医療アクセスが困
難なところである大都会の郊外やスラム街、地方の小さな村、山岳部や国境地帯に重点的
7） しかし、2012 年度からは医学部への入学者数は 1,200 人に減少している。
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に医療が行き届くようになると期待できる。しかし、免許取得者が医療機関に採用される
のは、政府の医療費予算と空き状況により、免許を取得してから２年から３年後となって
いるケースが多いため、医師免許を取得しても、他に転職する、外国へ流出する医師も少
なくない。
現在、ミャンマーで従事している外国人医師は存在するが、ほとんどは政府・保健省の
アドバイザーとして活動している。そのほか、民間病院で月４- ５日間だけ医療行為を行
いに来ている外国人医師もいる。ヤンゴン市にある国際病院によると、多くの外国人医師
は、シンガポール、タイ、韓国からである。
歯科大学に関しては、ヤンゴン歯科大学とマンダレー歯科大学の２つ大学が存在する。
前者は1967年、後者は2000年にそれぞれ開校され、毎年２つの大学合わせて、約150人の
歯科医師が卒業している。関係者によると、ヤンゴン市には約400、マンダレー市には約
200の歯科クリニックが存在しており、約3,000人の歯科医師が従事している。主な歯科治
療の方法は、抜歯、スケーリング、歯根治療、補綴治療などであり、ブリッジ、クラウン、
インレー、オンレー、そして可撤式の部分入れ歯と総入れ歯が多い。また、近年、歯科イ
ンプラント治療が徐々に広がりつつあり、インプラントメーカーは、タイと韓国の企業が
進出している。
表５　保健人材数
出典：「ミャンマー保健省2013」、135頁
注：“―” は記載なし
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6. 専門的基礎教育機関および在学生数
専門的基礎教育機関は、保健省下の保健省医学局（Department of Medical Science）
が管理している。同国において、医学・保健関係大学数は、医科大学４校、歯科大学２校、
薬科大学２校、看護大学２校、医療技術系大学２校、公衆保健大学１校、コミュニティー
ヘルス大学１校、看護及び助産婦の訓練学校46校が全国に点在している。また、医学・保
健関係の大学が14校、看護学校や助産師学校等が46校設置されている。修学期間は医師が
7年の医学教育、看護師は３～４年の看護教育であり、資格は、日本のような国家試験制
度はなく、卒業試験を受け与えられる。（ミャンマー保健省 2013）。
なお、先述したように、ミャンマーでは伝統医学も盛んであり、伝統医学学校と伝統医
学大学は保健省伝統医学局（Department of Traditional Medicine）が管轄している。伝
統医学学校は、１年間のインターンシップを含む３年間の教育、2001年に設立された伝統
医学大学では１年間のインターンシップを含む５年間の教育で、双方とも年間100名程度
の学生が在学している。
表６　専門的基礎教育機関および在学生数（2013年２月現在）
出典：「ミャンマー保健省2013」、117頁
7. 保健医療サービス
政府の医療機関における医療費は基本的に無料であったが、1994年により薬剤費用の自
己負担制度が導入された。その背景には、1990年以降の経済制裁や政治情勢による国際社
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会からの協力が減少したこと、国内の経済状況も変化し財政が悪化したことがある。同国
において、約90％の医療機器や薬品、医療材料は輸入に依存しているため、それらの不足
の深刻化が、政府関係機関の深刻な問題となっている。そのため自己負担の範囲が拡大さ
れ、検査、手術などの患者負担は一般化してきたのでる。さらに、住民の健康医療改善に
大きな役割を担っているヤンゴン市およびマンダレー市の総合・専門病院は、医療施設、
医療機器の不足・老朽化等の困難に直面している。それに加え、2006年に首都であったヤ
ンゴンがネーピードーに移って以来、政府はネーピードーの病院に力を入れるようになっ
た。また、病院の整備予算も現在においても、ネーピードーが主体となっているため、ヤ
ンゴンの公立総合病院は設備投資をしたくてもできないというジレンマに挟まれている。
以上のような医療事情により、多くの高所得者層はアメニティが良くない一般庶民向け
の病院を利用せず、メディカル・ツーリスト（医療観光）として、国外で診療を受けてい
る。ヤンゴン市にある旅行会社の関係者によると、アジアの中ですでにメディカル・ツー
リズム先進国となっているタイにミャンマーから治療に良く訪れている。その理由は、ヤ
ンゴンまで飛行機で約１時間と言う近さ、治療費の安さ、病院での治療品質の高さ、観光
客受け入れに対しての設備の充実さ、等を挙げることができる。
日本のテルモ株式会社（2013）の報告書によると、最先端医療を提供するタイ最大の医
療サービスネットワーク組織が投資家向けに発表したデータでは、2012年上期実績で、患
者収益の国別貢献度のトップ５にミャンマーが入っている。また、2011年上期実績と比較
すると、ミャンマーからの患者収益は28％増となっている（テルモ株式会社2013、35頁）。
さらに、東南アジア医療のサイト8）によると、マレーシアへ医療目的で旅行するミャンマー
人は前年度の2011年に比べ、23％増加していると述べている。このようなミャンマーの高
所得者層は、費用の高い医療や高度医療を提供する際の有望な顧客となることが期待でき
る。
8. 医療支出額 （国家予算）
2011年３月に新政権が発足し、テインセイン大統領の就任演説において保健医療水準の
向上に取組む方針を示し、毎年現行と資本の両面で保健医療支出を増やしてきた。表７
は政府の保健医療に関わる支出をまとめたものである。国民一人あたりの医療費支出は、
2010年度は1,427.6 （Kyat：K）チャット9）であったのに対し、11年度は1,669.8チャットと
増加している。保健関連予算の比率は2013年は3.14% であったのに対し、今年度は3.38%
に増額されているものの、保健医療に対する支出額は依然として低く、国内の医療制度は
まだ未整備である。
8） 東南アジア医療（マレーシアにおけるメディカル・ツーリズム）2013 年 12 月 20 日アクセス「http://www.medicalsea.org/23-
increase-in-medical-tourist-from-myanmar/」　
9） ミャンマーの通貨は K（Kyat：チャット）であり、1 円は約 10 チャットである。
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ミャンマーにおいての保健医療システムは政府、民間事業者、社会保障システム、海
外からの援助によって賄われているが、寄付による援助も少なくない。前述したように、
90％が上座部仏教を信仰しているミャンマーにおいて、功徳を積む行為の一環として進ん
で寄進をする。地域のコミュニティや民間は金銭的な面や必要な機材の提供を通して病院
のニーズ、特に障害者や高齢者向けの設備の設置に積極的に貢献している。
表７　政府の保健医療に関わる支出
 
 
12 
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が上座部仏教を信仰しているミャンマーにおいて、功徳を積む行為の一環として進んで寄
進をする。地域のコミュニティや民間は金銭的な面や必要な機材の提供を通して病院のニ
ーズ、特に障害者や高齢者向けの設備の設置に積極的に貢献している。 
 
表 7	 政府の保健医療に関わる支出 
 1988年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 
保健医療に係る支出（百万	 Kyats） 
(a) 現行資金 347.1 38,368.1 41,362.7 47,275.0 60,601.0 73,060.3 
(b) 資本資 117.0 10,379.2 10,080.7 16,521.0 24,743.7 27,764.3 
支出額の合計 464.1 48,747.3 51,443.4 63,796.0 85,344.7 100,824.6 
人口1人当たり（K） 11.8 847.8 881.2 1078.9 1,427.6 1,669.8 
出典：「保健統計、ミャンマー保健省 2013」、137頁（2011年度は暫定） 
 
 
9.治療セグメント主要な市場  
ミャンマー医薬＆医療機器協会（Myanmar Pharmaceutical & Medical Equipment 
Entrepreneurs' Association）によると、2011 年度のミャンマーにおける治療セグメント
（Therapeutical Segment）の主要なシェアは、抗感染薬（Anti Infective）は 35％、ビタミ
ン（Vitamins）は 30％、鎮痛剤（Analgesics）は 11％、心臓血管に関する薬（Cardiovascular）
は 10％、胃腸に関する薬（Gastrointestinal）は 3％である。また、ミャンマーで使用され
ている医薬品市場における各国のシェアは、インドが 33％、タイが 15％、フィリピンが 6％、
イギリスが 5％、インドネシア、韓国、中国がそれぞれ 4％となっている。なお、ミャンマ
ー国産は 4％である。また、アメリカとフランスがそれぞれ 3％となっている。 
 
10.主要ドナーと支援状況   
ミャンマー保健省は、37の国際 NGO（Non-Governmental Organizations）と 14の国内
の NGOとが協力している（ミャンマー保健省 2013年、142頁）。イギリスはミャンマー国
の保健医療活動において主要なアクターのひとつである。主要なアクターは上記の他に、
WHO や UNICEF、UNDP、UNFPA や FAO などがある。政権移管後、新政府はＮＧＯ
出典：「保健統計、ミャンマー保健省 2013」、137頁（2011年度は暫定）
9. 治療セグメント主要な市場
ミャンマー医薬＆医療機器協会（Myanmar Pharmaceutical & Medical Equipment 
Entrepreneurs' Association）によると、2011年度のミャンマーにおける治療セグメント
（Therapeutical Segment）の主要なシェアは、抗感染薬（Anti Infective）は35％、ビタ
ミン（Vitamins）は30％、鎮痛剤（Analgesics）は11％、心臓血管に関する薬（Cardiovascular）
は10％、胃腸に関する薬（Gastrointestinal）は３％である。また、ミャンマーで使用さ
れている医薬品市場における各国のシェアは、インドが33％、タイが15％、フィリピンが
６％、イギリスが５％、インドネシア、韓国、中国がそれぞれ４％となっている。なお、ミャ
ンマー国産は４％である。また、アメリカとフランスがそれぞれ３％となっている。
10. 主要ドナーと支援状況
ミャンマー保健省は、37の国際 NGO（Non-Governmental Organizations）と14の国内
の NGO とが協力している（ミャンマー保健省2013年、142頁）。イギリスはミャンマー国
の保健医療活動において主要なアクターのひとつである。主要なアクターは上記の他に、
WHO や UNICEF、UNDP、UNFPA や FAO などがある。政権移管後、新政府は NGO
登録の規制を緩和したことからその数は徐々に増加している。また、政府へ団体登録をし
ていない団体や社会貢献活動に積極的に貢献している僧院も少なくない。医療分野におい
て日本から主要な NGO・NPO として、岡山に本部を置く特定非営利活動法人 AMDA と
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特定非営利活動法人 JAPAN HEART10）がある。
Ⅲ　今後の可能性
前章ではミャンマーの保健医療の現状および問題点を述べ、分析を行った。ここでは、
それを踏まえた上で、今後の同分野における可能性を考察する。
発展途上国において、社会が健全で持続的な発展を目指すには、そこに居住している住
民が健康でなければいけない。ミャンマーの場合保健医療スタッフの絶対数が不足してい
ることに加え、医療関係者の都市部への集中傾向が顕著なため、約70％の国民が暮らして
いる地方での医療環境がより厳しいものとなっている。そのため、現政権は「地方発展
及び貧困撲滅」に力を入れており、2013年度の保健分野での予算を追加している。今年
度も追加される見込みである。追加された予算は医師や看護師の増加、医薬品購入および
病院のメンテナスに、また、病院・クリニック・診療所の建設、医療機器などの購入に
も使用されている。しかし、政府による社会的な補償や支援体制、医療技術やマネジメ
ントシステムが不十分な場合が多いため、低所得者層はどうしても経済的に困窮してし
まうことになる。そこで、日本の製造業で発展してきた総合的品質管理（Total Quality 
Management：TQM）の手法である5S（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）やカイゼン
（KAIZEN）をミャンマーの病院管理に取り入れるべきであると考えている。
人口構造が高齢化し、60以上のシニアがミャンマー全人口の約９％になったことを受け、
政府も介護施設の必要性に関する認識が以前より高まっている。2013年７月11日に行われ
た世界人口デー（World Population Day）でサインマウンカン副大統領が「高齢化が進ん
でいるミャンマーで2015年に高齢者人口が人口全体の10％を占めるようになる」と述べて
いる（2013年７月12日発行　7DAY DAILY 日刊紙）。このようにミャンマーでは高齢化
を近い将来迎えることになり、それにいかに対応していくかを考えていく必要がある。同
国では、両親の世話を家族か住み込みの使用人が多く、彼らのほとんどは介護に関する知
識や技術は乏しい。さらに、今後ミャンマーが経済的発展に伴い共働き夫婦も増え、親世
代の介護にあたる人手不足が深刻化していくため、先進国のように「家族による自宅介護」
から「プロによる介護」に変化していくと思われる。
繰り返し述べてきたが、医療機関での医療費や技術・人材不足の問題もあるが、高齢化
に向けたサービス事業はこれから徐々にミャンマーで立ち上がってくる分野であろう。自
宅での介護を助けるプロも不足しており、自宅介護向けの人を材育成し、資格を取れるよ
うにして職業として成立させることも必要である。言うまでもなく日本は高齢化が進んで
いる国であり、その介護サービスも充実・進化している。日本の介護技術がミャンマーに
10） 「JAPAN HEART」は 2004 年、吉岡秀人医師が医療活動のさらなる質の向上を目指して設立された特定 NPO 法人・国際医療ボランティ
ア団体である。当初はミャンマーを主に活動を開始されたが、現在はカンボジアでの活動を行っている。
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輸出され、これらの取り組みを積極的に行うことにより、高齢者への介護サービス等が整
備されれば、日本からのリタイア世代の移住向けの高齢者施設や介施設としても活用でき、
そのサービスを受けることも可能になる。言語の問題等もあるが、人件費が日本に比べて
安く、仏教の思想が浸透しているミャンマー人は日本人と国民性が類似していることから
日本人の年金の範囲内でサービスを受けることが可能であると思われる。
また、現在ミャンマーでは、公務員以外は高齢者の年金はほとんどなく、介護への公的
給付なども行っていない。ミャンマーでは保険制度が未整備な状況であることから、保健
分野における投資が期待される。その際、当然のことながら、現在日本で使用されている
保険制度をそのまま導入するのではなく、貧富に雲泥の差があるミャンマーに一番適切な
保健医療制度を導入する必要があろう。
さらに、高齢社会を迎えると、ますますニーズが高まるのがリハビリテーションであ
る。需要の増大に伴い、回復期リハビリテーション、病棟や老人保健施設、訪問系のサー
ビスなどをはじめ、さまざまな場でリハビリテーションにかかわる人材が必要になって
くる。現在、ミャンマーにはヤンゴンにのみ、国立リハビリテーション病院（National 
Rehabilitation Hospital：NRH）が１つ存在し、外来患者及び入院患者へのサービス提供
といった医療の提供を行っている。前述したように、同国は脳卒中の発症や死因率も高い。
現在は、脳卒中患者は神経内科に入院し、その後リハビリテーション科の病棟に転科する
か、あるいはNRHに転院してリハビリテーションを継続するようになっている。なかには、
伝統医療の病院へ転院している片麻痺患者も数多く存在する。このことからも、リハビリ
テーション施設や専門家を育成する医療福祉専門学校が必要であり、投資は期待できる。
テインセイン大統領は2015年までに国民一人当たり国内総生産（GDP）を３倍に引き
上げると発表しており、それを確実にするため、2014年度から公務員の給与を月額で一律
２万チャット（約2,000円）引き上げるようになっている。ADB は、2030年には一人当た
りの所得も３倍に増加すると予測している。ミャンマー現地メディア11）によれば、現在ミャ
ンマーにおいて、超富裕層（一人当たり3,000万米ドル：US$30 million）は40人であるが、
2022年には６倍の307人に増加すると予想されている。同国では、2013年１月31日に新外
国投資法の施行細則が公表され、それに伴い、外国投資が一気に加速している。大手保険
会社のアメリカンインターナショナル（AIA）をはじめ、損保ジャパン、三井住友海上、
東京海上日動、太陽生命などの日系企業の外資系保険会社が政府により保険商品販売許可
を獲得している。
今後ミャンマーの経済が発展・成長するに伴い、個人所得の増加や知的レベルの高い海
外労働者が帰国することで新中間層が誕生し、その数は急速に増加すると思われる。ここ
でいう、新中間層とは、一人当たり月収1,000～3,000米ドルを指す。さらに、ミャンマー
11） Eleven メディア　2013 年 10 月 30 日アクセス「http://www.wealthx.com/articles/2013/eleven-myanmar-gap-may-widen-between-
rich-and-poor-in-myanmar/」
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進出について最大のリスク要因である社会インフラも整備されつつあるため、それによっ
て、外国資本の急増も期待できる。実際に、既に中国やタイなどに進出した多くの企業経
営者にとっての「アジア最後のフロンティア」や「タイ・プラス・ワンやチャイナ・プラ
ス・ワンの好適地」として、ミャンマーにシッフとしている。
ミャンマーに進出している日本企業は150社（2013年10月現在）12）を超えおり、さらに増
加すると見込まれる。医療分野において、早い段階で同国に進出している企業として株式
会社マニーがある。マニーは外科手術の縫合に使う針や歯科用の極細治療器具のメーカー
であり、1999年にミャンマーに進出し「MANI YANGON LTD.」を設立している13）。また
「置き薬」、「テルモ」、「ロート製薬」14）、「ニプロ」なども同国に進出している。日本の株
式会社メディヴァ15）は、2013年９月にミャンマー保健省と基本合意書（Letter of intent：
LOI）を締結し、現地国立病院での乳がん検診を開始させている。それは、同国の高い経
済成長が見込まれ、保険制度の整備が進めば医療機器の需要が急拡大すると判断し、同国
に本格参入していると思われる。最近では2014年１月15日に総合歯科を正式に開業された
「ミャンマー国際総合歯科」があり、診療科目として、一般歯科・インプラント・口腔外
科がある。同院の坪田康徳院長16）によると、現在、唯一ミャンマー政府に免許が交付され
た日本人歯科医師である渡辺氏がミャンマーに滞在しており、今後ミャンマーにおいて歯
科分野の見込みがあるため、外国人向けに現地の歯科医と共同で医療に携わっている。同
氏によると、医師免許を４ヵ月に１回免許更新する必要があり、更新料は１回につき1,000
米ドルである。小児の歯並び矯正、インプラントなども大いに期待できると思われる。
そのような動きもあって、政府はミャンマー国内において外国人が医療行為を行なうこ
とができるように積極的に許可している。外国人医師はミャンマー医師とペアで行動する
ことが義務付けられるため、ミャンマー人医師の技術向上にもつながると期待できる。
企業以外にも NGO としてミャンマーの医療福祉分野において活動をしている財団の一
つに日本財団がある。保健省の関係者によると、全国の946ある国立病院で使用されてい
る救急車数は116台（内訳：WHO からは20台、政府の医療費予算からは96台）である（そ
の中には財団、NGO などから寄贈されている救急車は含まれていない）。また運輸省の関
係者によると、ミャンマー全国において登録されている救急車数は510台（2012年現在）
である。日本財団は、救急車と日本での役割を終えたものの走行可能な福祉車両を、2012
年からミャンマーに寄贈している。日本では、障害者の送迎や、入浴支援などで使われて
いたが、ミャンマーでは救急車などの医療目的の車両への改装し、救急車として医療現場
で使用されている。ミャンマーに到着した福祉車両は、救急車両として再利用可能な場合、
12） 関係者によると、3 年前の 2010 年に比べて３倍に急増している。
13） マニー株式会社　2014 年 1 月 2 日アクセス「http://www.mani.co.jp/index.html」
14） ロート製薬はミャンマーで医学的効果のある化粧品を製造販売開始している。
15） 株式会社メディヴァ　2014 年 1 月 4 日アクセス「http://www.mediva.co.jp/index.html」
16） 坪田康徳院長への聞き取り調査（2014 年 1 月 8 日）
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ヤンゴン市内の医療器具の工場に運ばれ、ストレッチャーなどの車内の装備や救急用の医
療機器、赤色灯、サイレンなどが取り付けられる。外装においては、写真のように、車体
前方に赤い文字で「AMBULANCE」と書かれているだけであり、あとは日本で走ってい
る福祉車両そのままの姿で運用している。同財団の関係者によると、現在、１台の救急車
と福祉車両26台が同国の救急車などの医療関係車両として保健省に寄贈されている。2012
年から現在まで110台の福祉車両を寄贈しているが、救急車として利用できない車両は障
害者用として使用されている。また、筆者の友人によると、約２年間に救急車41台を政府
に収めており、ほとんどは日本製（トヨタ）である。
また、2014年１月９日の日本経済新聞の電子版17）によると、経済成長に伴う交通事故の
増加に診療体制が追いついていないミャンマーにおいて、日本の官民が救命救急サービス
の展開に乗り出すため、日本の保険会社とメーカーが連携して、2014年度にもヤンゴン市
内に会員制の救命センターを開設する予定である。
出典：日本財団のウェブサイトより
図１　日本財団の福祉車両を改装した救急車
上述したように、医療機関や医療従事者数の不足、保健医療制度や救急医療制度等が未
整備なため、事故の際に適切な応急処置が受けられずに重症化する危険性がある。そのた
め、救急搬送サービスや外国人や高所得者層を対象に会員制のサービスを提供するような
救急医療センターをヤンゴンやマンダレーに設立するための投資も期待できる。
現在ミャンマー全土において、放射線治療施設はヤンゴン、マンダレー、タウンジー、
ネーピードーの４カ所に設置されている。関係者によると、同国の女性患者の主要ながん
17） 日本経済新聞のウェブサイト　2014 年 1 月 9 日アクセス「http://www.nikkei.com/article/DGXNASFS0602T_Q3A910C1MM0000/」
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は、子宮頚がん、肺がん、乳がんである。一般的にがんの定期的な乳がんのスクリーニン
グ18）は30歳代後半から始めることが推奨されているが国内において検診を受ける医療機関
が限られている。さらに、マンモグラフィー装置は非常に少なく、マンモグラフィー読影・
技術者が不足している。そのため、がん検診や人間ドックを受けに国外を訪れるミャンマー
人が増加している。ミャンマーの高所得者層は、高度医療は国内の医療機関ではなく、タ
イの医療機関にかかっているケースが多いことも確認されているため、費用の高い医療や
高度医療を提供する際の有望な顧客となると思われる。
Ⅳ　むすび
本稿では、ミャンマー保健省から提供されたデータを主に参考・引用しながら、保健医
療の実態を明らかにし、今後の保健医療産業における発展可能性について考察を行った。
ミャンマーは軍事政権の影響により半鎖国状態であったため、医療分野での外国企業の
参入は皆無に近い状況であった。しかし、2011年の民政移管以降、2012年11月に新外国投
資法が成立、2013年１月に施行細則が公表され、外資による病院は原則的に現地企業ある
いは政府との合弁で設立可能となったのである。急速な民主化と経済改革の進行に伴い、
欧米や日本など先進国との経済交流が活発化している。ASEAN の最貧国の一つであった
ミャンマーが、世界経済の枠組みに組み込まれることによって、今後、経済の急成長が見
込まれ、東南アジアの最貧国からの脱却が可能になると期待できる。
繰り返し述したように、医療体制の脆弱、医師や看護師などの人材、医療サービスに必
要な機器や医薬品、予算の不足など、多くの困難な問題を抱えているだけに、今後同国の
経済成長により、保健医療分野への投資が大いに期待できると思われる。
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